2009人勧の月例給、一時金の配分等で人事院交渉実施－8/4（2009人勧期情報No.6）

　公務員連絡会幹事クラス交渉委員は、8月４日13時30分から、本年人勧における配分等について、人事院の井上職員団体審議官と交渉を実施した。

　この交渉は、８月３日の書記長クラス交渉委員と給与局長との交渉で①月例給の官民較差は俸給表改定の必要がある程度のマイナスで配分は職員団体の意見を聞く、②一時金は本年６月期の凍結分を相当に上回る月数の引下げとなるとの考えが示されたことから、その具体化にあたり、公務員連絡会の意見を反映するよう求めて行ったもの。

　冒頭、公務員連絡会側は、官民較差や一時金のマイナス幅を極力圧縮するよう努力することを前提として、以下の通りの配分とするよう申し入れた。

(1)　マイナス較差の配分については、俸給表で措置することはやむを得ないと考えるが、俸給表の引下げは従来の経緯を踏まえ、基本的に一律のマイナスとすること。また、局長交渉で若年層は検討課題ということであったがどのように考えているのか。

(2)　給与構造見直しに関わる現給保障の引下げの考え方を示してほしい。また、引き下げる場合には、平均改定率で行うこと。

(3)　マイナス較差の精算については、官民較差相当分を12月期の一時金で精算する制度調整方式とすること。

(4)　一時金引下げ分の期末手当・勤勉手当への割振りについては、基本的に現行割合65：35を維持すること。

　これに対し、井上審議官は次の通り答えた。

(1)　俸給表を引き下げる場合には、すべての層で引き下げることが基本であるが、民間企業が相対的に高くなっている初任給と若年層の引下げは行わないことも考えている。「一律」というのは同じ級の中で傾斜をかけず給与カーブを維持するという趣旨と受け止め、そうした考え方で対応したい。現時点で数字でいうことは出来ないが、考え方としては、若年層を除いて一律的に引き下げることを考えている。

(2)　現給保障については、俸給月額の減額改定を踏まえた改定を行うことにしており、年間調整の一律の調整率で減額することが考えられる。

(3)　較差の年間調整は、平成15年、17年と同様の制度調整を行うことを考えている。俸給月額の引下げのない職員が生じる場合には、これら職員について減額調整を行うことは適当でないことから、全体の較差について引下げとなる職員で分担する場合の調整率とすることが考えられる。

(4)　特別給の割り振りについては、今いただいた意見を踏まえつつ、昨日局長が申し上げたように、本年６月期の臨時的措置における取扱い、民間ボーナスにおける配分の状況、また、今回は相当大きな引下げ改定が予想されることなどを総合的に勘案して、期末・勤勉手当に振り分けたいと考えている。

　これらの人事院の説明に対して、公務員連絡会はさらに、次の通り、審議官の見解を質した。

(1)　初任給、若年層を引き下げない場合にはどの辺りまでが対象となるのか。また、一律に引き下げる場合に若干の差はあるのか。

(2)　較差の年間調整は、引下げのない職員の分は分担するとのことだが、どのくらい上乗せになるのか。

(3)　一時金の割り振りについて具体的に教えてほしい。

　以上の質問・意見に対し審議官は、次の通りの考えを示した。

(1)　一昨年引き上げたときは民間企業の給与が相対的に高くなっている20代までに限定して引き上げたところであり、今回もその層を中心に考えているが、較差次第で全く一致するかどうかは分からない。１～２級の若いところと３級の一部が考えられる。管理職層は過去に若干高めにしている例があり、一定の級以上は他より強めの改定を行うことも検討している。若年層を引き下げないとすれば、平均引下げ率はその分厚めになる。

(2)　官民較差に比べて１割程度の上乗せになるのではないかと考えている。

(3)　民間企業の一律支給分と考課査定分の割合は６：４で公務と差があることからこれまではこれを縮めようとしてきた。改定後の姿で見て、少なくとも勤勉手当の割合を今より低下させることは適当でないという考えで対応する。

　配分の問題について以上の議論を踏まえ、公務員連絡会が「本日申し上げた意見を踏まえ、引き続き努力願いたい」と要請したのに対し、井上審議官は「今日いただいた意見を踏まえて検討し、最終的には総裁から回答したい」と答えた。

　続いて７月24日の職員福祉局交渉の際、公務員連絡会が申し入れた「非常勤職員の任用制度の見直し」についての見解を求めたところ、井上審議官は次の通り答えた。

(1)　日々雇用の非常勤職員については、任期が１日単位とされていることから、制度上不安定な地位に置かれていることは認識している。

(2)　本院としては、任用・勤務形態を見直し、臨時的な業務に一定期間雇用されるという性格に応じた適切な任期、再任のルールを設定する必要があると考えている。

(3)　非常勤職員の問題については、業務運営の方法、組織・定員管理、予算、人事管理方針など関連する課題も含めて検討する必要があり、引き続き政府の関係部局と連携して、本年度内を目途に結論が得られるよう検討を進めていきたいと考えている。

　これに対し公務員連絡会側は①日々雇用という不安定な仕組みは廃止し、少なくとも任期を１年とし再任を妨げない仕組みにしていただきたい、②任期を付けるとどうしても再任用されないという不安感がつきまとうのでそうした心配のないルールを作ってほしい、③日々雇用をやめるとすれば大きな政策転換であり、雇用の安定に繋がる仕組みとなるよう、ぜひともわれわれと十分意見交換をしながら進めていただきたい、などと主張し、非常勤職員の雇用と勤務条件の抜本的改善を実現するよう改めて要請を行った。

　最後に、公務員連絡会側からは、本日の申入れを踏まえた配分を行うことや較差を極力圧縮することを重ねて強く求め、交渉を終了した。
